
（仮称）「川崎市子ども・若者プラン」の策定に向けて

（１）策定の主旨 

本市においては、「川崎市青少年プラン」を策定し、青少年施策を推進してきましたが、従来からの

青少年健全育成に加え、ひきこもり・ニート・不登校・発達障害・生活保護世帯の増加など、新たな課

題へ対応するため、各施策・各事業の有機的な連携、重層的な対応と関係局相互の十分な協議・調整な

ど、さらに総合的な子ども・若者施策を推進していくために、「子ども・若者育成支援推進法」の趣旨

に基づき、「（仮称）川崎市子ども・若者プラン」を策定する。 

（２）計画の位置づけ

○ 「子ども・若者育成支援推進法」第９条に基づく本市の子ども・若者計画である。

○ 「新たな総合計画（平成２８年４月）」における基本的方向性をもとに、総合計画における施策を子

ども・若者育成推進施策の視点において具体的に推進するために構成した、分野別計画である。

○ 「川崎市子ども・子育て支援事業計画」（平成２７年３月）、「第４次川崎市子どもの権利に関する行

動計画」（平成２６年３月）「かわさき教育プラン第１期実施計画」（平成２７年３月）など、本市に

おける他の計画との整合を図る。

（３）対象年齢 

  「子ども・若者ビジョン」に基づき0歳から概ね３０歳未満までを対象とする。施策によっては４０

歳未満まで対象とする。 

１ 計画の概要 ３ ライフステージを通した切れ目のない支援
● ライフステージごとの各計画における重点施策及び計画の対象範囲 ●
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●不妊治療

●産後ケア

●待機児童の解消

●子ども・子育て支援の充実 

●要支援児童と家庭への対応強化 

●質の高い幼児教育・保育の提供

●学校の教育力の向上と教育環境の整備 

●家庭や地域における教育力の向上 

●青少年の健全育成 

●いじめ、不登校等困難を抱える 

子ども・若者への対応 

●社会的自立に向けた支援 

●周産期医療
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●就労支援 
（１）子ども・若者を取り巻く現状 

◆ 子どもの変化 
発達障害のある子どもの増加、インターネットや携帯等の普及、学校におけるいじめや不登校、ニ
ート・ひきこもりの深刻化など 

◆ 地域の変化 

地域における人間関係の希薄化、子どもの安全な居場所の減少、多文化社会の進展など 

◆ 家庭環境の変化 

核家族世帯の増加、ライフスタイルの多様化、女性の社会進出、親子のコミュニケーションの減少、

育児不安の広がりなど 

◆ 社会環境の変化 

人口減少・少子化社会の進行、共働き世帯の増加、児童虐待（相談通告件数）の増加、有害情報等

の氾濫などによる子どもを取り巻く環境の悪化 

（２）課 題 ●子ども・若者を取り巻く環境が大きく変化している中で、

困難を有する子ども・若者に対する「切れ目のない支援」「子

育て・教育・保健・福祉・雇用などの関係分野が相互に連携

した支援」を進めていく必要がある。 

⇒「ライフステージを通した切れ目のない支援」 

●全ての子ども・若者が、地域の中で健全に育ち自立できる

よう支援していくため、地域全体で見守り支えていく仕組み

づくりが必要である。

⇒「行政と地域社会の協働による取組の推進」 

公助

自助

互助

４ 計画の期間（本市他計画との関係）

２ 子ども・若者を取り巻く現状と課題

●（仮称）川崎市子ども・若者プランの計画期間は平成 28年度から平成 33年度までの 6年間とし、本市

における新たな総合計画と整合性を図りながら、新たな課題や状況の変化に柔軟に対応するものとする。な

お、本市における他の計画とも整合性を図ることとする。 
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５ （仮称）子ども・若者プラン策定に向けた体系の方向性（案）
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基本理念 基本目標 施策の取組 

① 子ども・若者の安全・安心な健康の

確保（思春期保健対策等） 

② 子ども・若者の社会参加の促進（社

会参加の仕組みの構築、自立に向け

た若者の意欲喚起等） 

③ 子ども・若者の自立の促進（職業能

力の習得、就労支援、家族観の醸成

等） 

① 発達に課題がある子ども・若者への対

応（障害福祉施策との連携等） 

② 子どもの貧困への対応（生活保護施策

との連携等） 

③ ひきこもり・非行等の防止対策と総合

的な相談・支援体制の構築（保健福祉

センターと児童相談所の相談業務の

取組強化と相互の連携、教育・精神保

健等の関係機関との連携、支援事業の

展開） 

① 子ども・若者健全育成のための場と

機会の充実（健全育成活動の充実） 

② 民間団体等の支援の強化（子ども

会・青少年指導員等への支援、多様

な取組主体の発掘・育成等） 

③ 子ども・若者に関わる地域ネットワ

ークの再構築（地域包括ケアシステ

ムの考え方を踏まえたこども文化セ

ンター機能の見直しと自助、互助・

共助、公助に基づく役割分担） 
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（児童福祉審議会、子ども・子育て会議）
計画案作成に向けた報告・意見聴取
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（仮称）子ども・若者プランに対する意見聴取

関係部局の課長級で構成

関係部局の部長級で構成

副市長・関係局長で構成

青少年問題協議会協議題にかかる調査審議
青少年問題協議会協議題にかかる意見具申書の作成
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６ 計画策定に向けたスケジュール


